
様式第２号（第６条関係） 

 

建築物等耐震化事業計画書(耐震補強工事) 

 

（表） 

 

事 業 の 区 分 
・木造住宅耐震補強工事 ・分譲マンション耐震補強工事 

・特定建築物等耐震補強工事 

建 築 物 の

概 要 

所 在 地 美濃加茂市 

用 途 一戸建て住宅・その他（     ） 

構 造        造 階 数        階 

延 べ 面 積        ㎡ 
(併用住宅の場合) 

住宅部分の面積 
㎡ 

建 築 年 次    年   月 

補強設計者 

工事監理者 

氏 名  

資 格 

(   )建築士 (    ）登録 第      号 

岐阜県木造住宅耐震相談士   登録 第      号 

受講講習会等（                  ） 

建 築 士

事 務 所 

名 称  

( 級)建築士事務所 (   )知事登録 第    号 

所 在 地  

電話番号  

工事施工者 

事 業 所 名  

所 在 地  

電 話 番 号  

工 期 

着手予定日      年   月   日 

完了予定日      年   月   日 

 

 



（裏） 

 

事 業 費 

全体事業費              円 

補 助 対 象

事 業 費 
             円 

耐 震 診 断

結 果 

補強前の評

点又はIS値 

 

補強後の評

点又はIS値 

 

 

【添付書類】 

(1) 建築物の建築年次、所有者が確認できる書類の写し（建築確認通知書、登記済証、

固定資産税課税明細書の写し等） 

(2) 耐震診断結果報告書の写し 

(3) 補強設計者、工事監理者の資格者証の写し 

(4) 事業費の内訳書の写し（補助対象内外の区別をしたもの。工事種別ごとにできるだ

け細かく表現し、一式計上は極力避けること。） 

(5) 耐震補強工事の内容がわかる図面 

(6) 補強工事の実施後の建物評点又はIs値が確認できる計算書 

(7) （木造住宅の補強後の評点 0.7～1.0 の場合） 

家具の転倒防止対策に関する実施計画説明書（任意様式） 

(8)その他必要と認める書類 


